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１． １６年 ３月期の業績 （平成 15年 4月 1日～平成 16年 3月 31日）

（１）経営成績 （百万円未満切捨）

            百万円        ％             百万円        ％             百万円       ％

16年 3月期 66,235        5.5 6,732      21.7 5,980    39.6

15年 3月期 62,756        9.9 5,533      94.8 4,285    27.5

 １株当たり 潜在株式調整後 株  主  資  本 総   資   本 売   上   高

当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

            百万円        ％      円    銭      円    銭             ％           ％            ％

16年 3月期 　　3,538 61.6      　 79    39   －   －  －   －  －   －  －   － 8.7 7.8       9.0

15年 3月期     2,190       9.0    47    62   －   －  －   －  －   －  －   － 5.5 6.1 6.8

(注） ①期中平均株式数      16年 3月期  43,775,923株      15年 3月期  44,668,030株

      ②会計処理の方法の変更     無

      ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパ－セント表示は、対前期増減率

（２）配当状況

配当金総額  株主資本

   中   間    期   末    （年間）   配当率

     円    銭      円    銭      円    銭       百万円             ％           ％

16年 3月期    17    00     6     00   11     00 727 20.6 1.8

15年 3月期    12    00     6     00     6     00 532 24.3 1.3

（注）16年3月期の期末配当金11円00銭のうち5円00銭は創業75周年記念配当金であります。

（３）財政状態

株主資本比率

      百万円       百万円            ％  

16年 3月期 50.0           982     03

15年 3月期 55.6           900     74

（注）①期末発行済株式数     16年 3月期   42,174,935株     15年 3月期    43,934,959株

　　　②期末自己株式数 　  16年 3月期    2,854,558株      15年 3月期      1,094,534株      

２． 17年 3月期の業績予想 （平成 16年 4月 1日～平成 17年 3月 31日）

         １株当たり年間配当金

   中    間    期    末

       百万円        百万円        百万円      円    銭      円    銭     円   銭

  中 間 期 33,500 3,200 1,800    7    50    －   －   －   －   －   －   －   －   －   －  －   －  －   －  －   －

  通     期 67,500 6,500 3,700    －   －   －   －   －   －   －   －     7   50   15  00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）        86円 24銭

※　上記の予想は、本資料の発表日現在において想定できる経済情勢、市場動向などを前提として作成し

　　ておりますので、今後の不確定な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

             －２５－

当  期  純  利  益

         １株当たり年間配当金
  配当性向

平成 １6 年 ３月期     個別財務諸表の概要   

売      上       高 営  業  利  益 経  常  利   益

71,291 39,637

　 １株当たり株主資本

              円      銭

82,918 41,480

      総     資      産     株    主    資    本

 売  上  高   経常利益 当期純利益



１．財   務   諸   表   等

（１）  貸 借 対 照 表 　(単位：百万円未満切捨)
                          期       別

     科      目 　　金　　額

（資 産 の 部）      

Ⅰ．  流  動  資  産

    １． 現 金 及 び 預 金 15,427 22,437 △7,010
    ２． 受   取   手   形 3,145 3,943 △798
    ３． 売      掛      金(※３) 17,518 16,831 687
    ４． 有   価   証   券 2,956 491 2,465
    ５． 製               品 851 486 365
    ６． 原      材      料 249 375 △126
    ７． 仕      掛      品 5,063 3,774 1,289
    ８． 貯     蔵       品 4 5 △1
    ９． 前    払   費   用 26 27 △1
   10． 繰 延 税 金 資 産 1,684 1,481 203
   11． そ      の      他 863 592 271
         貸  倒  引  当  金 △1,956 △1,677 △279
         流 動 資 産 合 計 45,836 55.3 48,768 68.4 △2,932

Ⅱ．  固  定  資  産  

 (１)  有 形 固 定 資 産（※１）  

    １． 建                物 4,022 3,156 866
    ２． 構      築       物 119 125 △6
    ３． 機械及び装置 3,588 3,200 388
    ４． 車両及び運搬具 29 26 3
    ５． 工具器具及び備品 735 643 92
    ６． 土               地 2,819 2,819 －
    ７． 建  設  仮 勘 定 2 373 △371

      有形固定資産合計 11,318 13.6 10,344 14.5 974

 (２)  無 形 固 定 資 産  

    １． 商      標      権 － 0 △0
    ２． ソ  フ  ト  ウ  エ  ア 83 86 △3
    ３． 電  話  加  入  権 9 9 －
    ４． 水道施設利用権 0 0 0
      無形固定資産合計 93 0.1 97 0.1 △4

 (３)  投資その他の資産  

    １． 投 資 有 価 証 券 19,557 6,143 13,414
    ２． 関 係 会 社 株 式 1,217 353 864
    ３． 出      資      金 1 1 －
    ４． 関係会社出資金 297 172 125
    ５． 長　期　貸　付　金 2 6 △4
    ６． 関係会社長期貸付金 2,076 2,669 △593
    ７． 更  生  債  権  等 926 904 22
    ８． 長 期 前 払 費 用 10 17 △7
    ９． 繰 延 税 金 資 産 1,488 2,186 △698
   10． 差  入  保  証  金 417 445 △28
   11． そ      の      他 611 127 484
         貸  倒  引  当  金 △936 △946 10

      投資その他の資産合計 25,670 31.0 12,080 17.0 13,590

         固 定 資 産 合 計 37,082 44.7 22,522 31.6 14,560

    資   産   合   計 82,918 100.0 71,291 100.0 11,627

 －２６－

構成比

％ 

増   減

(△は減)

％ 

第８５期 第８４期

（平成 16年 3月 31日現在） （平成 15年 3月 31日現在）

金          額 構成比 金          額



　(単位：百万円未満切捨)
                          期       別

     科      目 　　金　　額

（負 債 の 部）       ％ ％ 

Ⅰ．  流   動   負   債
    １．支   払   手   形 4,875 4,975 △100
    ２．買      掛      金 （※３） 7,289 7,609 △320
    ３．短  期  借  入  金 50 50 －
    ４．一年以内償還予定の社債 7,000 － 7,000
    ５．未      払      金 278 517 △239
    ６．未   払   費   用 1,566 1,746 △180
    ７．未 払 法 人 税 等 1,960 1,921 39
    ８．賞 与  引 当 金 930 930 －
    ９．前      受     金 82 103 △21
   10．預      り      金 38 39 △1
   11．設備関係支払手形 803 677 126
        流 動 負 債 合 計 24,874 30.0 18,569 26.0 6,305
 
Ⅱ． 固   定   負   債  
    １．社              債 10,000 7,000 3,000
    ２．退 職 給 付 引 当 金 5,655 5,372 283
    ３．役員退職慰労引当金 892 696 196
    ４．受  入  保  証  金 4 4 －
    ５．長  期  預  り  金 12 12 －
        固 定 負 債 合 計 16,563 20.0 13,084 18.4 3,479
     負  債  合  計 41,438 50.0 31,654 44.4 9,784

（資 本 の 部）        

 Ⅰ． 資      本      金 （※２） 5,684 6.9 5,684 8.0 －
 Ⅱ． 資  本  剰  余  金    
       資  本  準  備  金 7,115 7,115 －
       資 本 剰 余 金 合 計 7,115 8.5 7,115 10.0 －
 Ⅲ． 利  益  剰  余  金   
    １．利  益  準  備  金 1,230 1,230 －
    ２．任 意 積 立 金 24,166 23,366 800
    ３．当期未処分利益 4,351 2,203 2,148
      利 益 剰 余 金 合 計 29,747 35.9 26,799 37.6 2,948
 Ⅳ． その他有価証券評価差額金 2,414 2.9 889 1.2 1,525

 Ⅴ． 自   己   株   式 △3,480 △4.2 △851 △1.2 △2,629

     資    本    合    計 41,480 50.0 39,637 55.6 1,843

     負  債  ・ 資  本  合   計 82,918 100.0 71,291 100.0 11,627

－２７－

(△は減)

増   減

構成比 構成比

第８５期 第８４期

金          額 金          額

（平成 1６年 3月 31日現在） （平成 1５年 3月 31日現在）



（２）  損 益 計 算 書 　(単位：百万円未満切捨)

             期     別

     自  平成 15年 4月  1日     自  平成 14年 4月  1日
     至  平成 16年 3月 31日     至  平成 15年 3月 31日

    科     目 百分比 百分比 　　金　　額

Ⅰ．売    上    高（※１） 66,235 62,756 3,479

Ⅱ．売  上  原  価（※１） 51,927 78.4 49,945 79.6 1,982

      売 上 総 利 益 14,307 21.6 12,811 20.4 1,496

Ⅲ．販売費及び一般管理費(※２) 7,574 11.4 7,277 11.6 297

      営  業  利  益 6,732 10.2 5,533 8.8 1,199

Ⅳ．営 業 外 収 益  

  １．受 取 利 息（※１） 87 115 △28

  ２．有価証券利息 104 10 94

  ３．受 取 配 当 金 56 25 31

  ４．不動産賃貸料（※１） 176 131 45

  ５．そ    の    他 90 50 40

計 515 0.7 333 0.5 182

Ⅴ．営 業 外 費 用  

  １．支  払  利  息 0 0 0

  ２．社  債  利  息 220 189 31

  ３．投資有価証券売却損 1 144 △143

  ４．投資有価証券評価損 － 558 △558

  ５．為  替  差  損 935 511 424

  ６．そ    の    他 110 177 △67

計 1,267 1.9 1,581 2.5 △314

      経  常  利  益 5,980 9.0 4,285 6.8 1,695

Ⅵ．特 別 利 益  

  １. 固定資産売却益（※３） 9 24 △15

  ２．貸倒引当金戻入益 435 21 414

計 444 0.7 46 0.1 398

Ⅶ．特 別 損 失  

  １．固定資産除売却損（※４） 82 216 △134

  ２. 関係会社株式売却損 － 1 △1

計 82 0.2 217 0.3 △135

      税引前当期純利益 6,342 9.6 4,113 6.6 2,229

       法人税、住民税及び事業税 3,355 2,797 558

      法人税等調整額 △551 △873 322

計 2,803 4.2 1,923 3.1 880

      当 期 純 利 益 3,538 5.4 2,190 3.5 1,348

      前 期 繰 越 利 益 1,076 282 794

      中間配当額 263 269 △6

      当期未処分利益 4,351 2,203 2,148

－２８－

増   減

100.0％ 100.0％

(△は減)

第８５期 第８４期

金          額 金          額



（３）利益処分案 　 (単位：百万円未満切捨)

     科                     目   　        第８５期     　        第８４期        増     減

   当  期  未  処  分  利  益 4,351 2,203 2,148

   これを次のとおり処分する。  

   株    主    配    当    金 463 263 200

      （１株につき11円）        （１株につき６円）

     ［普通配当６円00銭］

   役    員    賞    与    金 63 63 －

        （取締役賞与金） (63) (63) －

   別    途    積    立    金 800 800 －

   次   期   繰   越   利   益 3,024 1,076 1,948

(注) １．当期は平成15年12月10日に263百万円（１株につき6円00銭）の中間配当を実施しております。

2．前期は平成14年12月10日に269百万円（１株につき6円00銭）の中間配当を実施しております。

 －２９－

創業75周年記念配当５円00銭

普 通 配 当 ６ 円 00 銭



［ 重 要 な 会 計 方 針 ］  

１． 有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社株式
         移動平均法による原価法
(2) その他有価証券
  ①時価のあるもの
         決算期末日の市場価格等に基づく時価法
       （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
  ②時価のないもの
         移動平均法による原価法

２． たな卸資産の評価基準及び評価方法
製   品・仕掛品 ： 個別法による原価法
原材料・貯蔵品 ： 移動平均法による原価法

３． 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産 ： 定率法  

なお、主な耐用年数は以下の通りです。
　建　　　物　　　　15～50年
　機械及び装置　　7～10年

(2)無形固定資産 
①ソフトウェア　･･････ 社内における利用可能期間 （５年） に基づく定額法
②その他  ･･････････ 定額法

(3)長期前払費用 ： 定額法 

４． 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。

５． 引当金の計上基準

(1)  貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)  賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度の負
担額を計上しております。

(3)  退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、 当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づ き、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10
年)による定額法により、発生の翌事業年度から費用処理しております。

(４)  役員退職慰労引当金
役員の退任に伴う退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき当事業年度末要支給額
の全額を計上しております。

 
６． リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７． その他財務諸表作成のための重要事項
   消費税等の会計処理は税抜方式によって処理しております。

     －３０－



（追加情報）

　　（社債発行費の会計処理）

  直近の社債発行である平成１１年３月期の社債発行費は、商法に定める最長期間（３年間）で均等償却
しておりましたが、当時に比べ当社をとりまく経営環境が大きく変化し早期に財務内容の健全化を図ること

が望ましいことから、当期に発行した社債の発行費69百万円は一括償却しております。直近と同様の会計

処理（３年間均等償却）を採用した場合に比べ、当期の社債発行費償却は46百万円増加し、経常利益及
び税引前当期純利益はそれぞれ同額減少しております。

     －３１－



注 記 事 項

（貸借対照表関係）

 ※１． 有形固定資産の減価償却累計額 15,498 百万円  ※１． 有形固定資産の減価償却累計額 14,591 百万円

 ※２． 会社が発行する株式の総数 98,960 千株  ※２． 会社が発行する株式の総数 98,960 千株

          発行済株式の総数 45,029 千株           発行済株式の総数 45,029 千株

 ※３． 関係会社に対する資産・負債  ※３． 関係会社に対する資産・負債

       （区分掲記されたものを除く。）        （区分掲記されたものを除く。）

          売     掛    金 1,782 百万円           売     掛    金 1,236 百万円

          買     掛    金 1,880 百万円           買     掛    金 2,623 百万円

  

    ４． 受取手形割引高 1,042 百万円     ４． 受取手形割引高 1,042 百万円

      －３２－

第  ８５  期 第  ８４  期

（平成 16年 3月 31日現在） （平成 15年 3月 31日現在）



（損益計算書関係）

                           自  平成 15年 4月  1日                            自  平成 14年 4月   1日
                           至  平成 16年 3月 31日                            至  平成 15年 3月 31日

※１． 関係会社との取引高 ※１． 関係会社との取引高

売         上         高 4,201 百万円 売         上         高 2,601 百万円

外   注   加   工   費 17,453 外   注   加   工   費 15,311

受     取     利     息 31 受     取     利     息 35

不  動  産  賃  貸  料 174 不  動  産  賃  貸  料 129

 ※２． 販売費に属する費用のおおよその割合は４５％であり、  ※２． 販売費に属する費用のおおよその割合は４５％であり、

     一般管理費のおおよその割合は５５％であります。 主要な      一般管理費のおおよその割合は５５％であります。 主要な

     費目及び金額は次の通りであります。      費目及び金額は次の通りであります。

荷    造    発    送    費  990 百万円 荷    造    発    送    費  930 百万円

役       員      報      酬 220 役       員      報      酬 215

給                         与 2,021 給                         与 1,977

賞 与 引 当 金 繰 入 額 342 賞 与 引 当 金 繰 入 額 341

賞                         与 336 賞                         与 313

退   職   給   付   費   用           200 退   職   給   付   費   用          182

役員退職慰労引当金繰入額      254 役員退職慰労引当金繰入額     29

福    利    厚    生    費             422 福    利    厚    生    費            398

減    価    償    却    費             186 減    価    償    却    費            128

家       賃      地      代             369 家       賃      地      代            400

貸 倒 引 当 金 繰 入 額         703 貸 倒 引 当 金 繰 入 額         1,121

 ※３． 固定資産除売却益の内容は次の通りであります。  ※３． 固定資産除売却益の内容は次の通りであります。

機械及び装置 9 百万円 機械及び装置 24 百万円

 ※４． 固定資産除売却損の内容は次の通りであります。  ※４． 固定資産除売却損の内容は次の通りであります。

                 除却損    建         物 23 百万円                  除却損    建         物 46 百万円

                              機械及び装置 28                               機械及び装置 144

                   工具器具及び備品 25                              そ   の   他       21

                             そ   の   他 0                 売却損    機械及び装置  3

                  売却損    機械及び装置   5                              そ   の   他       0

                          合         計             82                         合         計            216

      －３３－

第  ８５  期 第  ８４  期



取 得 価 額

相   当   額

減 価 償 却
累   計   額
相   当   額

期 末 残 高

相   当   額

取 得 価 額

相   当   額

減 価 償 却
累   計   額
相   当   額

期 末 残 高

相   当   額

機    械    及   び
装      置

百万円

415

百万円

242

百万円

173
機   械   及    び
装      置

百万円

511

百万円

295

百万円

215

工具器具及び備品 94 71 23 工具器具及び備品 133 86 47

合 計 510 313 196 合 計 644 381 262

（有価証券関係）

     当事業年度 （自平成15年 4月 1日   至平成 16年 3月 31日）及び前事業年度 （自平成14年 4月 1日　至平成

　15年 3月 31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

       

 　　　－３４－

（リ－ス取引関係）

第  ８５  期 第  ８４  期

   自 平成 15年 4月   1日    自 平成 14年 4月   1日
   至 平成 16年 3月 31日    至 平成 15年 3月 31日

    リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外      リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
  のファイナンス・リ－ス取引   のファイナンス・リ－ス取引

   ① リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額    ① リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
       及び期末残高相当額        及び期末残高相当額

 （注）  取得価額相当額は、未経過リ－ス料期末残高が有形固  （注）  取得価額相当額は、未経過リ－ス料期末残高が有形固

     定資産の期末残高等に占める割合が低いため、 支払利子      定資産の期末残高等に占める割合が低いため、 支払利子

     込み法により算定しております。      込み法により算定しております。

   ② 未経過リ－ス料期末残高相当額    ② 未経過リ－ス料期末残高相当額

                      一  年  以  内                         79百万円                       一  年  以  内                        113百万円

                      一    年     超                        117百万円                       一    年     超                        149百万円

                        合       計                           196百万円                         合       計                           262百万円

 （注）  未経過リ－ス料期末残高相当額は、未経過リ－ス料期  （注）  未経過リ－ス料期末残高相当額は、未経過リ－ス料期

      末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低       末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

      いため、支払利子込み法により算定しております。       いため、支払利子込み法により算定しております。

  

   ③ 当期の支払リ－ス料及び減価償却費相当額    ③ 当期の支払リ－ス料及び減価償却費相当額

                      支払リ－ス料                          116百万円                       支払リ－ス料                          155百万円

                      減価償却費相当額                  116百万円                       減価償却費相当額                  155百万円

   ④ 減価償却費相当額の算定方法    ④ 減価償却費相当額の算定方法

         リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法          リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
      によっております。       によっております。



（税効果会計関係）              （単位 ：百万円）

第 ８５ 期 第 ８４ 期
  （平成 16年 3月 31日現在）   （平成 15年 3月 31日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の
    主な原因別の内訳     主な原因別の内訳

 （流動）  （流動）
    繰延税金資産     繰延税金資産
       賞与引当金   377        賞与引当金   333
       貸倒引当金    787        貸倒引当金    706
       たな卸資産 220        たな卸資産 124
       未払事業税         174        未払事業税         174
       その他              125        その他              143
       合計             1,685        合計             1,482

    繰延税金負債     繰延税金負債
       その他有価証券評価差額金 △ 0        その他有価証券評価差額金 △ 0

       繰延税金資産の純額            1,684        繰延税金資産の純額            1,481

 （固定）  （固定）
    繰延税金資産     繰延税金資産
       退職給付引当金 2,189        退職給付引当金 1,951
       役員退職慰労引当金 362        役員退職慰労引当金 281
       投資有価証券 248        投資有価証券 251
       貸倒引当金    198        貸倒引当金    195
       その他 138        その他 108
       繰延税金資産合計            3,137        繰延税金資産合計            2,786
  
    繰延税金負債     繰延税金負債
       その他有価証券評価差額金 △ 1,648        その他有価証券評価差額金 △ 601

       繰延税金資産の純額            1,488        繰延税金資産の純額            2,186

２．法定実効税率と税効果会計適用後の ２．法定実効税率と税効果会計適用後の

     法人税等の負担率の主な差異      法人税等の負担率の主な差異

       法定実効税率 41.9%        法定実効税率 41.9%

（調  整） （調  整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2% 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.7%
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1% 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1%
住民税均等割 0.3% 住民税均等割 0.4%
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.6% 税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 2.6%
その他 0.3% その他 0.2%
税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.2% 税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.7%

３.   繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用し ３.   地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法
    た法定実効税率は、前事業年度の41.9％（流動区     律第９号）が平成15年３月31日に公布されたことに
    分）及び40.3％（固定区分）から40.5％に変更され     伴い、当事業年度の繰延税金資産および繰延税
    ております。その結果、繰延税金資産の金額 （繰     金負債の計算（ただし、平成16年４月１日以降解
    延税金負債を控除した金額）が14百万円増加し、     消が見込まれるものに限る。）に使用した法定実効
    当事業年度に計上された法人税等調整額が41百     税率は、前事業年度の41.9％から40.3％に変更さ
    万円減少しております。     れました。その結果、繰延税金資産の金額（繰延

    税金負債の金額を控除した金額）が84百万円減
    少し、当事業年度に計上された法人税等調整額
    が107百万円減少しております。

　　　－３５－



２． 役員の異動

監査役   橘  正忠は平成16年４月１日に逝去し、退任いたしました。

 

 

－３６－


